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 総務委員会会議記録 

 

 

                         総務委員会委員長 小 野  共 

１ 日時 

  平成 29 年４月 18 日（水曜日） 

  午前 10 時２分開会、午後１時 50 分散会 

  （休憩 午前 10 時 26 分～午前 10 時 29 分、午前 11 時１分～午前 11 時６分、 

午前 11 時７分～午前 11 時８分、午後０時３分～午後１時） 

２ 場所 

  第１委員会室 

３ 出席委員 

  小野共委員長、佐々木茂光副委員長、郷右近浩委員、柳村一委員、 

  岩崎友一委員、城内よしひこ委員、飯澤匡委員、工藤大輔委員 

４ 欠席委員 

  伊藤勢至委員 

５ 事務局職員 

  柳原担当書記、千葉担当書記、橋場併任書記、佐藤併任書記、佐々木併任書記、 

新田併任書記、髙橋併任書記 

６ 説明のために出席した者 

 (1) 総務部  

   佐藤総務部長、高橋副部長兼総務室長、石川総合防災室長、西島防災危機管理監、 

   山田防災消防課長 

 (2) 政策地域部 

   藤田政策地域部長、鈴木副部長兼地域振興室長兼台風災害復旧復興推進室長、 

大坊交通課長 

 (3) 警察本部 

   種田警務部長、吉田参事官兼警務課長、津田参事官兼生活安全企画課長、 

山田参事官兼刑事企画課長、大和田参事官兼交通企画課長、新家参事官兼公安課長 

７ 一般傍聴者 

  なし 

８ 会議に付した事件 

 (1) 請願陳情の審査 

ア 受理番号第39号 共謀罪（テロ等準備罪）を創設しないことを求める請願 

  イ 受理番号第40号 いわゆる「共謀罪」法案の今国会への提出見送りと憲法の遵守 

を求める請願 
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 (2) 継続調査（総務部関係） 

   「台風第 10 号災害を踏まえた県の防災体制の整備について」 

９ 議事の内容 

○小野共委員長 ただいまから総務委員会を開会いたします。 

 なお、伊藤勢至委員は所用のため欠席とのことでありますので、御了承願います。 

 この際、当委員会の書記に異動がありましたので、新任の書記を紹介いたします。 

 まず、柳原担当書記。 

 千葉担当書記。 

 橋場併任書記。 

 佐藤併任書記。 

 新田併任書記。 

 髙橋併任書記。 

 次に、先般の人事異動により新たに就任された執行部の方々を御紹介いたします。 

 初めに、秘書広報室の人事紹介を行います。保秘書広報室長から秘書広報室の新任の方々

を御紹介願います。 

○保秘書広報室長 それでは、御紹介申し上げます。 

 まず、上和野里美副室長兼首席調査監でございます。 

 藤澤修秘書課総括課長でございます。 

 佐々木真一広聴広報課総括課長でございます。 

 新沼司広聴広報課報道監でございます。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○小野共委員長 次に、総務部の人事紹介を行います。新任の佐藤博総務部長を御紹介い

たします。 

○佐藤総務部長 佐藤でございます。小野委員長を初め委員各位の御指導、御鞭撻のほど

よろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 それでは、佐藤総務部長から総務部の新任の方々を御紹介願います。 

○佐藤総務部長 高橋勝重副部長兼総務室長でございます。 

 猪久保健一参事兼管財課総括課長です。 

 八重樫学総務室放射線影響対策課長です。 

 佐藤一男人事課総括課長です。 

 松本淳法務学事課総括課長です。 

 黒田敏彦法務学事課特命参事でございます。 

 横道栄雄税務課総括課長です。 

 西島敦総合防災室防災危機管理監です。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 次に、政策地域部の人事紹介を行います。新任の藤田康幸政策地域部長
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を御紹介いたします。 

○藤田政策地域部長 藤田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 続きまして、新任の佐々木淳理事兼科学ＩＬＣ推進室長兼国際室国際監

を御紹介いたします。 

○佐々木理事兼科学ＩＬＣ推進室長兼国際監 佐々木でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○小野共委員長 藤田政策地域部長から、政策地域部の新任の方々を御紹介願います。 

○藤田政策地域部長 それでは、政策地域部の新任職員を紹介させていただきます。 

 まず初めに、鈴木敦副部長兼地域振興室長兼台風災害復旧復興推進室長でございます。 

 伊勢貴参事兼調査統計課総括課長でございます。 

 佐々木隆国際室長でございます。 

 竹澤智政策推進室評価課長でございます。 

 臼井智彦市町村課総括課長でございます。政策推進室ふるさと振興監を兼任しておりま

す。 

 菅原健司地域振興室地域振興監でございます。政策推進室ふるさと振興監を兼任してお

ります。 

 竹花光弘地域振興室県北沿岸振興課長でございます。政策推進室ふるさと振興監を兼任

しております。 

 最後に、高橋雅彦国際室国際監でございます。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○小野共委員長 次に、復興局の人事紹介を行います。新任の佐々木信復興局長を御紹介

いたします。 

○佐々木復興局長 佐々木でございます。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 佐々木復興局長から復興局の新任の方々を御紹介願います。 

○佐々木復興局長 復興局の新任の職員を紹介いたします。 

 千葉一之副局長技術担当です。 

 和村一彦まちづくり再生課総括課長です。 

 小原由香産業再生課総括課長です。 

 工藤直樹生活再建課総括課長です。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 次に、出納局の人事紹介を行います。新任の新屋浩二会計管理者兼出納

局長を御紹介いたします。 

○新屋会計管理者兼出納局長 新屋でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○小野共委員長 新屋会計管理者兼出納局長から出納局の新任の方々を御紹介願います。 

○新屋会計管理者兼出納局長 それでは、御紹介申し上げます。 

 髙橋栄治管理課長でございます。 
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 菅野正男審査課長でございます。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 次に、人事委員会事務局の人事紹介を行います。新任の菊池透人事委員

会事務局長を御紹介いたします。 

○菊池人事委員会事務局長 菊池透でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 菊池人事委員会事務局長から人事委員会事務局の新任の方を御紹介願

います。 

○菊池人事委員会事務局長 蛇口秀人職員課総括課長でございます。 

 以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 次に、監査委員事務局の人事紹介を行います。新任の熊谷正和監査委員

事務局長を御紹介いたします。 

○熊谷監査委員事務局長 熊谷でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○小野共委員長 熊谷監査委員事務局長から監査委員事務局の新任の方を御紹介願いま

す。 

○熊谷監査委員事務局長 千葉達也監査第一課総括課長でございます。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 次に、警察本部の人事紹介を行います。新任の友井昌宏警察本部長を御

紹介いたします。 

○友井警察本部長 警察本部長の友井でございます。よろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 友井警察本部長から警察本部の新任の方々を御紹介願います。 

○友井警察本部長 羽澤武志生活安全部長です。 

 照井光弘刑事部長です。 

 佐藤力也交通部長です。 

 勝又薫警務部参事官兼首席監察官です。 

 吉田良夫警務部参事官兼警務課長です。 

 八重樫博美警務部参事官兼人財育成課長です。 

 中村茂警務部参事兼会計課長です。 

 吉田伸広警務部参事兼厚生課長です。 

 阿部裕一監察課長です。 

 小野寺啓泰警務部参事兼情報管理課長です。 

 津田勝則生活安全部参事官兼生活安全企画課長です。 

 奥野淳生活安全部参事官兼地域課長です。 

 藤井清人生活安全部参事官兼通信指令課長です。 

 千葉和幸生活安全部参事官兼生活環境課長です。 

 山田剛刑事部参事官兼刑事企画課長です。 

 幅下昇交通部参事官兼運転免許課長です。 
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 乳井博警備部参事官兼警備課長です。 

 金田一正人総務課長です。 

 なお、工藤実刑事部参事官兼捜査第一課長は、本日会議出張のため欠席しております。 

 以上で警察本部の紹介を終わります。 

○小野共委員長 以上で執行部職員の紹介を終わります。 

 これより本日の会議を開きます。本日は、お手元に配付いたしております日程により会

議を行います。 

 初めに、請願陳情の審査を行います。受理番号第 39 号共謀罪（テロ等準備罪）を創設し

ないことを求める請願及び受理番号第 40 号いわゆる「共謀罪」法案の今国会への提出見送

りと憲法の遵守を求める請願、以上２件は関連がありますので、一括議題といたします。 

 その後、当局から説明することはありませんか。 

○高橋副部長兼総務室長 議題とされております請願２件に関して、お手元にお配りして

おります資料により、３月 17 日の当委員会での審査以降に動きのあった事項を中心に御説

明いたします。 

 資料の１ページ、中ほど、２をごらんください。政府は３月 21 日に、いわゆるテロ等準

備罪を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案を閣議決定し、衆議院に提出しております。その

後、４月６日に衆議院本会議で審議入りしました。なお、４月 14 日には衆議院法務委員会

において趣旨説明が行われており、明日、19 日から当委員会において実質審議入りするも

のと承知しております。 

 資料の３ページのほうにお進み願います。７、参考の下のほう、（３）をごらんください。

今般提出されました組織犯罪処罰法改正案では、いわゆるテロ等準備罪、すなわち組織的

犯罪集団による実行準備行為を伴う重大犯罪遂行の計画等の行為についての処罰規定、犯

罪収益規制に関する規定等が整備されておりまして、そのうちテロ等準備罪に係る新設の

条文及び対象犯罪を資料に掲げております。 

 まず、条文について、テロリズム集団その他の組織的犯罪集団を適用の対象とするもの

であり、当該集団の団体の活動として組織により行われるもので、２人以上で計画をし、

少なくとも１人により実行するための準備行為が行われたとき、計画に同意した全員が処

罰されるという規定内容であります。 

 次に、対象となる犯罪については、資料の５ページに整理された一覧を掲載しておりま

す。その数については、組織的な犯罪集団の関与が現実的に想定される罪などの 277 に絞

り込まれたものとされており、具体的に例示しますと、資料の掲載順とは異なりますが、

組織的な殺人、現住建造物等放火、サリン等の発散などのテロの実行、覚醒剤、コカイン

等の輸出入、譲渡などの薬物関連、人身売買、強制労働などの人身に関する搾取、組織的

な詐欺や恐喝、通貨や有価証券の偽造などの資金源獲得、また偽証、組織的な犯罪に係る

証拠隠滅などの司法妨害などとなっております。 

 なお、資料の２ページにお戻りいただきまして、４、テロ等準備罪の内容についてとし
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まして、政府における検討段階の罪名、適用対象等を掲げておりますが、検討中の案につ

いて、最終的にはこのとおり閣議決定されたものであります。以上で説明を終わります。 

○小野共委員長 これらの請願に対し、質疑、意見はありませんか。 

○飯澤匡委員 ４月６日に衆議院本会議で審議入りしたということですが、今後の国会の

日程を含め会期末について、これは政治的な部分もあるのですけれども、私は国政政党に

入っていないので情報が不足しておりますから、その点について何か把握していることが

あればお知らせください。 

○高橋副部長兼総務室長 新聞報道等によるものとなりますが、先ほど説明いたしました

とおり、衆議院法務委員会において４月 14 日趣旨説明されたと。その後の質疑の日程につ

いては、国会のほうで調整中かと推察しておりましたけれども、けさほどの新聞等では 19

日から実質的な審議入りするといったようなことがありましたので、動向を見ていきたい

と思っております。 

 なお、今国会の会期につきましては、６月 18 日であったと承知しております。 

○郷右近浩委員 休憩。 

○小野共委員長 休憩します。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○小野共委員長 再開いたします。 

 ほかに質疑、御意見はありませんか。 

○工藤大輔委員 お伺いしたいのですが、今回の共謀罪の関係は、国際組織犯罪防止条約

に批准するために、国内法を整備するように要請され、その対応に向けてのものが大きい

というふうに認識しております。あわせて今回の共謀罪については、組織的な犯罪につい

て計画段階でその罪を問えるということになるわけですけれども、現在こういった重大な

事案というのは、国では実際にどのぐらいあるのか、県内ではそういった事案がどのぐら

いあったものなのか、把握していればお答え願います。 

○山田参事官兼刑事企画課長 恐れ入ります。今手元に数値がございませんので、確認後

に。いわゆる 277 の犯罪についての、岩手県内での発生ということでよろしいでしょうか。 

○工藤大輔委員 わかればですが。 

○小野共委員長 その答弁は、いつ出てきますか。 

○山田参事官兼刑事企画課長 今ちょっと、確認しまして。 

○工藤大輔委員 わかればということで聞いたのですが、恐らくこれはすぐ出てこないと

思うので、県内の状況はわかりました。国でも、日本全体で、重大犯罪ということになれ

ば数％というのが、国会の審議の中でも一部数字として出ていたかというふうに思ってお

ります。そういった中で、今回この罪を問えるというふうになると、心配されるのが今の

現行法の中で、法と証拠に基づいて、犯罪行為が実際に行われた、あるいは被害者はいな

いけれども、未遂に終わったという事案も、実際には警察の中では逮捕できる案件かと思
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いますけれども、いかがでしょうか。 

○山田参事官兼刑事企画課長 委員の御指摘の関係ですが、この共謀罪ということでよろ

しいでしょうか。 

○工藤大輔委員 はい。 

○山田参事官兼刑事企画課長 まだ法律として成立しておりませんので、法律として成立

した後に、法と証拠に基づいて適正に対応してまいりたいというふうに考えております。 

○工藤大輔委員 私が聞きたかったのは、今回の国際組織犯罪防止条約のところの関係性

の中でお伺いしたかったのです。そういったものが発生した際に、現在は計画段階でなく

ても、そういった意味で逮捕、捜索等ができないものかということでお伺いしたのです。 

○山田参事官兼刑事企画課長 現行法の範囲内で証拠と法に基づいて対応していくしか

ないということでございます。 

○飯澤匡委員 過去に岩手県警のお手柄で、爆発物を製造しているところを摘発して、未

然に防止したという事案があったと思うのですが、あれはどういう罪が適用されて逮捕に

至ったのかということがわかればお知らせください。 

○新家参事官兼公安課長 その事件につきましては、いわゆる湯沢アジトの摘発の事件と

思いますけれども、爆発物取締罰則や火薬類取締法等を適用したというふうに記憶してお

ります。 

○郷右近浩委員 私もいろいろクエスチョンだらけでありまして、３月の市町村や他県の

議会等の判断等を見ても、そもそも情報量が少ない中で、運用自体がはっきりしないから

反対といったような形の不採択であったり、採択であったりといったような、いろんな動

きがあったように拝見しておりました。わからないから不安という部分をどう判断するか

という中で、金田法務大臣の答弁でもはっきり出てこないので、やっぱり不安が募るだけ

です。今回出てきた資料についても、強制わいせつ、強姦罪、準強制わいせつ罪であった

りと、これまでもさまざまな形で、もちろんいけないことと私自身も認識してきたものが

いっぱい並んでいるわけでありますけれども、これはテロ等準備罪なのか、そうではない

普通の犯罪なのかという線引きをするのは警察という形になるでしょうか。先ほど飯澤委

員が、以前のケースで爆弾犯等のときにどのような形で対処したのかといったような部分

ともつながると思うのですけれども、その線引きがわからないので教えていただければと

いうふうに思います。 

○種田警務部長 テロ等準備罪の関係、新設の法改正の関係でございますけれども、国で

検討中ということもありますので、なかなかそこら辺の部分も十分わかっていないことも

ございまして、県警としては答弁のほうを差し控えさせていただきたいと思っております。

県警察は法律を執行する機関でございまして、国で検討しているこの法律につきまして、

県警としてコメントする立場でもないということもございまして、そういった意味でも答

弁を差し控えさせていただきたいと思います。 

○郷右近浩委員 まあ、そうなのでしょうけれども。というのは、きょう配付された資料
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で、２人以上の者が合意して、そして片方が犯罪自体を直接行ったといったとき、もう一

人の方も一緒の罪であるという御説明をいただいたと思うのですけれども、特に強姦罪に

興味があるわけではないですが、大学の現場なんかでも、これまでいろいろな事件があっ

た中で、そこの判断といったものが非常に曖昧ではないのかなと。 

 今回のこの 277 に上るそれぞれの罪名ですけれども、この中身というのは、もっと本当

に精査して、そして何をもってテロとするのか。テロ対策というか、これまで国内法の中

でもいろんな形で対処してきたものを、これをさらに範囲を指定して、これはという部分

については、やっぱりもうちょっと慎重であるべきではないのかなというふうに思うわけ

であります。ですので、例えば 277 の犯罪の絞り込みとか、もしかしたら拡大ということ

も今後あり得ると考えているのか、これは警察というよりは県としてどのような情報を持

っているのかをお伺いしたいと思います。 

○高橋副部長兼総務室長 私どもが承知しているものとしては、お配りの資料の２ページ

に、６番のテロ等準備罪の主な論点についてということで、４点ほど掲げさせていただい

ておりますが、そのうちの対象犯罪につきましては、当初国において 676 で検討していた

のを広過ぎるといったような議論を踏まえて、今回の 277 の犯罪に限定するといったよう

な経過があったというふうに承知しております。 

 なお、昨日、法務委員会ではありませんが、決算行政監視委員会でもこれに関していろ

いろな質疑等がありまして、例えば森林法違反の事例などにおいて、森林窃盗等により組

織の維持運営に必要な資金を得るために計画するものは現実的に想定されるとか、そうい

ったようなやりとりがされたことを報道で承知しております。 

○工藤大輔委員 ちょっと県警本部に確認したいのですけれども、今これは計画段階で、

計画があるよということの話があって、通報があり、それの裏づけ捜査をして実際にそう

だねと、危ない集団だねとなった際には、任意同行か、しょっぴけるか、そういうことが

できるということですよね。今回これが通れば。 

○山田参事官兼刑事企画課長 まだ成立していない法律でございますので、成立すれば、

その中で法と証拠に基づいての対応となりますので、現段階で成立する前に、こういった

場合にはそういうケースになるというようなお話は控えさせていただきたいと思います。 

○工藤大輔委員 成立すればどうなるかというのはわかっていると思いますけれども、そ

ういった中で、現段階での違いというのをお伺いしたいのは、現段階においてもそういっ

た通報等があれば捜査の対象にはなりますよね。実際やっているかどうかということも含

めて、計画段階かどうかわからないが、実際に通報があって、そういった犯罪が行われた、

あるいは行われようとしているというのは、捜査の対象となり、捜査はしますよね。そこ

を確認したいと思います。 

○山田参事官兼刑事企画課長 犯罪があると思料した場合には、我々は捜査をしておりま

すので、一般論になりますけれども、そういった犯罪にかかわる情報があれば、当然捜査

をするということになります。 
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○工藤大輔委員 捜査をして、例えば未遂に終わったものはどういう対応になるのか、そ

こを聞きたいと思います。 

○山田参事官兼刑事企画課長 法定刑の中に未遂罪を罰するものがあれば、それにつきま

しては罰せられることになると思われます。 

○小野共委員長 ほかに質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 ほかになければ、これらの請願の取り扱いを決めたいと思います。１件

ずつお諮りいたします。 

 まず、受理番号第 39 号共謀罪（テロ等準備罪）を創設しないことを求める請願の取り扱

いはいかがいたしますか。 

○郷右近浩委員 ただいまの受理番号第 39号の創設しないことを求める請願については、

私自身は採択ということでお願いしたいというふうに思っております。 

 といいますのは、今るる質疑でもありましたとおり、結局今回この法律ができないうち

はわからないといったような、そのような答弁しかいただけないと。実際そのとおりだと

思います。ただ、今対象とされている 277 の犯罪の中には、これまで国内法の中で対処し

てきたものが多く含まれているという中にあって、今回の共謀罪、途中からテロ等準備罪

になりましたけれども、そのテロ等準備罪が適用になった場合、それを一体どのような形

で判断していくのか。結局は人の心の中というか、その犯罪を犯したとされる人が、どの

ような思想で、どのような考えでやっていたかにまで踏み込んでいかないと、きちんとし

た形での対処ができないのではないかというふうに思うところでございます。 

 それに対して、これまで日本という国はさまざまな形で、警察であったり、さらにはそ

れ以外の執行機関を含めて、日本の安心、安全というのをつくってきたというふうに私自

身は思っておりますし、その中で十分対処できるのではないかといったような思いであり

ます。今回東京オリンピックを理由にして、それに間に合わせなければならないという早

急な形でつくるべき法律ではないと思うところから、今回この共謀罪を創設しないことを

求める請願を採択するよう、皆様方の御賛同を求めるところでございます。 

○岩崎友一委員 結論から申しますと、我々は不採択であります。理由は、前回の委員会

でも申し述べたとおりでありますけれども、テロは基本的にやってはいかんし、計画して

もいかんわけであります。この 277 の犯罪が細かくて、全部見るのも大変ですけれども、

内乱等幇助等、爆発物の製造、輸入、所持、注文、大麻の栽培、サリン等の発散とか、こ

れは全部やってはいかんことであって、こういうのはしっかり取り締まろうということで、

一般の方々が普通に生活していれば、こういったことは普通はしないということでありま

す。 

 前回も申し上げましたけれども、国際組織犯罪防止条約を締結するために、しっかり国

内法を制定することが重要であるということであります。郷右近委員からも東京オリンピ

ックの話が出ましたけれども、2019 年にはラグビーワールドカップということで、国際大
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会が２年連続で行われるわけでありますが、ニュース等を見ていましても、海外では本当

に頻繁にテロが発生していると。中には日本人も犠牲になっていること等もございまして、

本当にテロというものは怖いというのをテレビだったり新聞を通して、我々も思い知らさ

れているところであります。今回テロ等準備罪を制定するということは、そういった意味

において抑止力になると思いますし、それを通して国際組織犯罪防止条約を締結できれば、

より抑止力が高まるというふうに我々は解釈をしております。 

 政府におかれましては、この理解醸成のためにさらなる努力は必要であるかと思います

が、以上の理由から不採択でお願いしたいと思います。 

○飯澤匡委員 前回は継続という立場で意見の陳述をさせていただきましたが、この間、

審議入りをして、いろいろ国会等での審議の状況も明らかになってきました。金田氏を法

務大臣にしたということについては、それはそれとして、ただいま岩崎委員が申し上げま

したように、まず第一に国際連携に必要不可欠だという点については、押さえておかなけ

ればならないと思います。テロ等準備罪については、国連において国際社会でテロと対峙

するために国際組織犯罪防止条約というのを採択したわけでありますが、先進国で、Ｇ７

で唯一日本が締結に至っていない。それで、今の世界情勢を見ますと、テロを未然に防が

なくてはならないという点は、一般国民の願いでもあり、この法整備は急がなければなら

ない。これは、国民全体がそういうふうな認識で統一していると思います。 

 ただ、基本的人権であるとか、それから刑事法とのかかわりあいの中で問題点が指摘さ

れておりますが、私の観点は、国際社会がテロの事前情報を得ても受け取ることができな

い、受け取ってもこれに対処すべき法令がないというのが今の日本の状況でありまして、

これはテロと戦う国際連携において、日本は非常に弱い環境にあると。したがって、国内

法の成立が、先ほど申し上げました国際組織犯罪防止条約の要件となっておりますので、

きょうの対応状況を見ても、世界各国は対応しているという状況であります。 

 確かに政府の検討については、当初は粗い点もありましたが、277 の犯罪に絞り込んで

きたというような中で、政府内でも統一見解が図られつつありますし、閣議決定もされた

ということでございます。 

 私は、日々変化する国際情勢の中で、富む者と富まない者、また宗教対立の中で、我が

国もしっかりと準備をしていかなければならないという観点から、この請願については不

採択という意見を述べさせていただきます。 

○工藤大輔委員 私は、今回の請願に関してですけれども、国際組織犯罪防止条約に批准

をするということは賛成であり、国においてもすべきだというふうに思っております。そ

の理由は、先ほど飯澤委員が述べたとおりであります。ただ、その内容については、600

台から 277 の犯罪に絞り込んだということの中で、中には種苗法だとか、先ほどの山林に

関するものだとか、到底テロに直結するようなものというところまで絞り切れていないの

ではないかというようなものも見受けられます。恐らくこれは刑法で、４年、５年以上だ

とか、そういった罪となるものが列記されたのがこれなのかなというふうにも思いますが、
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ただ実際の現行法の中でも、これは日本弁護士会あるいは東北弁護士会のほうでも指摘を

されている点でもありますが、現行法の中でもテロの防止のための国連条約のほとんどが

準備をされているというものもあります。というのも、未遂前の段階で取り締まることが

できる各種予備共謀罪が合計で 58 あり、凶器準備集合罪など独立罪として重大犯罪の予備

的段階を処罰しているものを含めれば、重大犯罪についての未遂以前の処罰はかなり行う

ことができるということであったり、銃砲刀剣の厳重な所持制限については、実際アメリ

カよりも規制が厳しいというのはそのとおりであります。実際において現行法の中でも十

分テロについては対応でき、国際組織犯罪防止条約を批准することは可能との見解も示さ

れているところでございます。 

 そういった中で、私はテロ等に関するもので足りないものがあれば、さらに国内法を強

化すべき分野だけ強化して、拡大解釈ができるような、計画段階だとかそういったものに

ついて、捜査が拡大するようなものについては、抑止的にすべきではないかというふうな

思いを持っておるところであり、今国会で審議が進むこととなりますが、創設しないこと

というこの請願については賛成をしたいというふうに思います。ただ、再度申し上げます

が、共謀罪を創設することに反対をするということは、国際組織犯罪防止条約を批准する

なという見解ではないということを申し上げて、この請願については賛成をしたいと思い

ます。 

○小野共委員長 ほかにありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 本請願については、採択と不採択の意見がありますので、採決をいたし

ます。本請願を採択することに賛成の諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○小野共委員長 起立少数であります。よって、本請願は不採択と決定いたしました。 

 次に、受理番号第 40 号いわゆる「共謀罪」法案の今国会への提出見送りと憲法の遵守を

求める請願の取り扱いはいかがいたしますか。 

○飯澤匡委員 我が会派は紹介議員となっておりますので、私は反対の立場でクロスボー

ティングする関係から説明させていただきます。 

 その請願の受理時点と大きく内容も変わって、政府もそれなりに対応しているというこ

とは、私自身は評価をいたします。よって、さきの第 39 号と同様にこれについては不採択

ということで、国のさまざまな諸問題については会派の中でも各自の判断に任せるという

ことでございますので、紹介議員になっているのにどうなのだという話でありますけれど

も、私個人の判断でそういうことにさせていただきたいと思いますので、御了承いただき

たいと思います。 

○郷右近浩委員 受理番号第 40 号いわゆる「共謀罪」法案の今国会への提出見送りと憲

法の遵守を求める請願でありますけれども、これが受理されましたのは３月 14 日というこ

とで、まさに通常国会への提出前でした。そうしたことで、今回の請願の項目としまして
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も、政府は今通常国会においていわゆる共謀罪法案を提出しないことを求める請願となっ

ております。今提出になった後で、この請願について採択、不採択というのはもう時宜を

逸してしまっていると思っておりますし、これが請願者にとって憲法の遵守を求める思い

が強いものなのか、あくまで提出見送りが趣旨であるのか、請願を読み解くと請願項目は

そのようになっておりますので、そうしたものも含めまして請願者と話をしていただき、

そしてこの請願自体の取り扱いをどのようにしていくか、請願者にお諮りいただければな

というふうに私自身考えるものであります。 

 よって、この請願につきましては、今ここで採択、不採択と決めるのではなく、委員長

にまた力をいただきながら、御配慮いただきながら、請願者ともう一度話をしていただき

たいというものでありますので、お取り計らいをよろしくお願いいたしたいと思います。 

○小野共委員長 継続審査ということですね。 

○郷右近浩委員 とりあえず継続審査ということです。 

○岩崎友一委員 採決するのであれば、先ほど申し述べた理由から不採択であります。た

だ、今郷右近委員から話がありました。今の話は二つくらい趣旨があったと思うのです。

取り下げと、請願の趣旨を再度確認するということがあったと思うのですが、請願の趣旨

と今の実態に相違があるということですので、もし取り下げるというのであれば、それは

それで構いません。ただ、趣旨確認をしても、憲法遵守なのか、今国会に提出しないとい

うことなのか、確認をすればどんどん時間が延びていくだけなので、取り下げるのであれ

ば、今回は取り下げるという形で進めていただいたほうがいいのかなとは思います。 

○小野共委員長 休憩します。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○小野共委員長 再開いたします。 

 本請願については、継続審査と不採択の御意見がありますので、まず継続審査について

採決を行います。 

 本請願は継続審査とすることの賛成の諸君の起立を求めます。 

   〔賛成者起立〕 

○小野共委員長 起立少数であります。よって、本請願は継続審査しないことに決定いた

しました。 

 次に、本請願を採択することに賛成の諸君の起立を求めます。 

○郷右近浩委員 さっきは不採択しか出ていないから、不採択を諮るのではないですか。 

○小野共委員長 休憩します。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○小野共委員長 再開いたします。 

 もう一回、本請願を採択することに賛成の諸君の起立を求めます。 
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   〔賛成者起立〕 

○小野共委員長 起立少数であります。よって、本請願は不採択と決定いたしました。 

 以上をもって請願陳情の審査を終わります。 

 次に、台風第 10 号災害を踏まえた県の防災体制の整備について調査を行います。 

 調査の進め方についてでありますが、執行部からの説明を受けた後、質疑、意見交換を

行いたいと思います。 

 それでは、当局から説明を求めます。 

○石川総合防災室長 それでは、台風第 10 号災害を踏まえた県の防災体制の整備につい

て御説明申し上げます。 

 お手元にお配りいたしました資料に沿って説明させていただきますが、１枚の紙に２ペ

ージ分のシートを入れております。それぞれのシートの右下にページ番号を振っておりま

すので、説明中このページ番号を申し上げますので、順次ごらんいただければと存じます。 

 まず、１枚目の紙の下の段、２ページをごらんいただきたいと存じます。本日でござい

ますが、最初に台風第 10 号災害の概要を振り返り、その後この災害を踏まえた防災体制の

整備について御説明申し上げます。 

 ３ページをごらんください。台風第 10 号は、この天気図に記載のとおり、昨年８月 21

日に発生し、初め南西に進んだ後、東大東島付近で向きを北東に変え、29 日から 30 日に

かけて日本の東海上を北に進み、大船渡市付近に上陸後、岩手県、青森県を横断し、31 日

午前零時に日本海で温帯低気圧になったものです。台風が太平洋側から東北地方に上陸す

るコースは、気象庁の統計上、今回が初めてでございます。 

 下の段、４ページをごらんいただきたいと存じます。台風第 10 号による県内の被害状況

でございますが、本年２月 10 日現在で亡くなった方が 21 名、行方不明者２名、住家被害

は全壊 489 棟、半壊 2,218 棟、被害額は土木施設や農林水産関係など 1,440 億 5,505 万円

となり、被害金額では東日本大震災津波を除けば戦後最大規模となっております。 

 ５ページをごらんください。台風第 10 号災害では、特に宮古市、久慈市、岩泉町が甚大

な被害を受けました。 

 下の段、６ページをごらんいただきたいと存じます。今回の台風災害では、国道 106 号

や 455 号を初め、県内の国道、主要地方道、一般県道が大きな被害を受けました。このこ

とは被災地における集落の孤立をもたらし、県内各地から被災地に向かう消防や自衛隊な

どの移動にも大きな支障を来したところでございます。 

 ７ページをごらんいただきたいと存じます。ここから当時の岩泉町の状況について御説

明申し上げます。岩泉町では、８月 29 日から 31 日までの２日間で約 248 ミリメートルの

降水を記録いたしました。これは、岩泉町の８月の月平均降水量 157.4 ミリメートルを大

幅に上回る量でございます。 

 ８ページをごらんいただきたいと存じます。山に降りました雨は谷あいの川に、そして

小本川に流れ込みました。 
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 ９ページと 10 ページをごらんいただきたいと存じます。これは、発災翌日、８月 31 日

の岩泉町中心部の被災状況でございます。 

 11 ページをごらんいただきたいと存じます。岩泉町向町の永代橋付近の写真でございま

す。大量の流木が橋にひっかかりまして、ダムのようになっていることがおわかりいただ

けるかと存じます。 

 下の段、12 ページをごらんいただきたいと存じます。乙茂地区のグループホーム楽ん楽

んや、介護老人保健施設ふれんどりー岩泉、岩泉乳業株式会社付近を上空から写した写真

でございます。 

 13 ページをごらんいただきたいと存じます。13 ページと 14 ページの写真でございます

けれども、岩泉乳業株式会社の下道副社長が当時社屋に取り残され、８月 31 日の朝に撮っ

たものでございます。小本川一帯が泥水の湖のようになっている様子がおわかりいただけ

るかと存じます。 

 15 ページをごらんいただきたいと存じます。ここから台風第 10 号災害への対応につい

て御説明させていただきます。台風が北上を始めた 29 日の午前中、気象台から防災関係機

関、国を対象とした説明がございました。その日の午後、県及び岩泉町ともに災害警戒本

部を設置しております。台風が上陸した 30 日の午前９時に、岩泉町は町内全域に避難準備

情報を発令いたしました。県では、午前 10 時に総合防災室長をトップとする災害警戒本部

から、総務部長をトップとする特別警戒本部にレベルを上げるとともに、午前 11 時半過ぎ

に、要支援者等の早目の避難などを呼びかける注意喚起の文書を市町村に送ったところで

ございます。また、正午には知事をトップとする災害対策本部を設置し、各広域振興局か

ら全ての市町村に職員を派遣させていただきました。なお、災害対策本部は、通常、災害

により被害が発生した後に設置するものでございまして、台風上陸前に災害対策本部を設

けたのは今回が初めてでございます。 

 下の段、16 ページはその続きになります。午後５時前後には、気象台や岩泉土木センタ

ーから岩泉町に直接注意喚起の電話がかけられております。しかし、それからまもなく被

害情報や問い合わせの電話が岩泉町役場に殺到したため、役場の担当者は対応に忙殺され、

気象台などから受けた情報を町長に伝えることができませんでした。 

 17 ページをごらんいただきたいと存じます。午後９時ころ、岩泉町から県に衛星携帯電

話で自衛隊の派遣要請がございました。県は自衛隊に派遣要請を行いましたし、また午後

10 時ごろ、総務省消防庁に緊急消防援助隊の派遣要請を行ったところでございます。31

日の朝には、自衛隊のヘリが現場に到着し、被災者を救助したほか、自衛隊の地上隊も通

れる道を探しながら岩泉町に到着。その後、警察、消防の応援部隊も現地に入りまして、

救助、救援、捜索などの活動を展開いたしました。 

 下の段、18 ページでございますが、県が８月 30 日に災害対策本部を設置し、９月 23 日

に本部を廃止するまでに実施した主な活動を記載しております。なお、９月 23 日に県は災

害対策本部を廃止すると同時に、平成 28 年台風災害復旧復興推進本部を立ち上げていると



 15 

ころでございます。 

 19 ページをごらんいただきたいと存じます。被災地におきましては、多くの道路が寸断

され、当初、孤立地域の解消には数カ月がかかるというふうに言われておりましたが、発

災から約１カ月後には解消されました。工期短縮の理由を３点ほど記載しておりますが、

県建設業協会や建設会社の懸命な作業が特筆されるというふうに現地災害対策本部長から

聞いております。 

 下の段、20 ページでございます。現地対策本部の設置による市町村や関係機関との連携

強化。岩泉町には、発災前から県の災害対策本部の地方支部であります沿岸広域振興局か

ら職員を派遣し、発災後におきましては県の総括課長級や担当課長級の職員をキャップと

するチームを派遣しておりましたが、今回の災害の甚大な被害に鑑み、９月２日から約１

カ月間、盛岡広域振興局長を現地対策本部長として派遣いたしました。現地対策本部は、

岩泉町と県や自衛隊などの防災関係機関などのパイプ役として活躍しましたほか、本部長

はマスコミ対応や復旧に向けた取り組みなどについて、町長の相談相手になったと聞いて

おります。 

 21 ページをごらんいただきたいと存じます。県内外の警察、消防、自衛隊が発災後迅速

に被災地に駆けつけ、救助、救出や物資の提供、行方不明者の捜索など、10 日間から 18

日間行っていただいたところでございます。警察の広域緊急援助隊は、19 都府県から延べ

1,200 人、宮古、久慈を除く県内の 10 消防本部からは延べ 800 人、緊急消防援助隊は６都

県から延べ 3,200 人、自衛隊は岩手駐屯地を初め、東北方面管内の各駐屯地から延べ約

2,100 人が活動されました。各部隊が所有するヘリコプターも孤立集落の住民の安否確認

や、救助、避難、水や食料の提供などに大きな役割を果たしたところでございます。また、

当時、岩泉消防署の会議室に現地調整所を設け、警察、消防、自衛隊の情報を共有し、一

体となって活動したところでございます。 

 下の段、22 ページ、災害応急対策関連事業の実施でございます。台風第 10 号発災後、

９月議会、２月議会におきまして、河川や水産業などの復旧復興関連事業について補正予

算等を組み、議会で決定いただいていることが被災地域の復旧、復興の後押しにつながっ

ております。 

 23 ページと、その下の 24 ページをごらんいただきたいと存じます。ここから台風第 10

号災害を踏まえた防災体制の整備について御説明申し上げます。台風 10 号災害の教訓を本

県防災体制の教訓につなげるため、昨年 10 月に開催しました防災会議幹事会議で地域防災

体制分科会、社会福祉施設等防災分科会、河川・土砂災害防災分科会の三つの分科会を設

けることが決定されまして、各分科会で検討を進めました。その結果を報告書として取り

まとめ、２月の防災会議幹事会議、３月の防災会議で御承認いただき、これに伴う地域防

災計画の修正を行ったところでございます。 

 25 ページをごらんいただきたいと存じます。若干その報告書の中身につきまして御説明

を申し上げたいと存じます。この報告書でございますが、Ⅰの河川・土砂災害対策の推進
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から、Ⅳの住民等の安全な避難の確保までの四つの視点を柱に取りまとめております。 

 26 ページをごらんください。それぞれの取り組みの主なものについて御説明申し上げま

す。まず、一つ目の柱であります河川・土砂災害対策の推進につきましては、その下に工

程表を記載しております。表の４行目に記載しております減災協議会でございますが、河

川に係るソフト対策とハード整備を一体的に行うことを目的としまして、国、県、市町村

により構成され、内陸部におきましては昨年既に設立されておりますけれども、沿岸部、

県北部においても設立し、水位計の設置計画、あるいは水位周知河川の指定５カ年計画を

決定することとしております。今月下旬には、沿岸部、県北部で準備会議を開き、減災協

議会設立に向けた協議を行うこととしております。 

 また、その下、水位周知河川における防災行動計画、タイムラインの作成では、全ての

水位周知河川について、あらかじめ時系列で整理した防災行動計画、タイムラインでござ

いますが、これを作成することとしております。 

 また、その下の沿川の土地利用を勘案した水位監視カメラや水位計等の観測施設の効果

的な配置につきましては、水位周知河川や、岩泉町の小本川、山田町の関口川などに水位

監視カメラの設置を行いまして、河川情報システムにより住民に配信することとしており

ます。 

 27 ページをごらんいただきたいと存じます。二つ目の柱、市町村における防災体制及び

市町村への支援体制の強化でございますが、全庁を挙げた防災体制の構築と、台風等に備

えた早目の体制の切りかえにつきましては、市町村におきましても大規模な災害に備え、

防災担当課だけではなく、市町村の組織全体を挙げた体制をあらかじめ整備し、台風など

事前に災害の発生が予測される場合には、早い段階でそうした体制に移行するという形で

書かせていただいております。 

 また、表の下から三つ目、風水害対策支援チームによる市町村への避難勧告等の発令の

支援では、新たな取り組みとして、県や気象台、河川管理者、専門家などによる風水害対

策支援チーム、仮称でございますが、これを設けまして、ふだんから防災情報や知見を共

有したり、市町村職員を対象とした研修会を行います。また、台風などの接近時におきま

しては、市町村長が避難勧告等の発令を判断する上で参考となる助言内容の検討などを行

うものでございます。 

 下の段、28 ページには、ただいま申し上げました市町村の防災体制のイメージを記載し

ております。なお、市町村における防災体制の構築につきましては、個々の市町村によっ

て職員数も地域性も異なりますことから、市町村に丁寧に説明しながら、協議し、進めて

まいりたいと考えております。 

 29 ページをごらんいただきたいと存じます。このページには風水害対策支援チームを中

心とした市町村への支援体制のイメージを記載しております。 

 その下、30 ページをごらんいただきたいと存じます。三つ目の柱、住民等への具体的・

確実な避難勧告等の伝達及び避難行動の周知徹底でございます。この工程表の下から３行
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目、台風接近時における住民への注意喚起につきましては、市町村の役割として、台風が

接近しているときなどには避難勧告等の発令の今後の見通し、あるいは発令時にとるべき

避難行動など、住民や要配慮者利用施設の管理者に確実に伝達できるよう求めているもの

でございます。 

 31 ページをごらんいただきたいと存じます。最後に四つ目の柱、住民等の安全な避難の

確保でございます。表の一番下、社会福祉施設等の非常災害対策計画等の策定や避難訓練

の実施についてでございますけれども、県や市町村は施設における計画の策定や訓練の実

施などについて助言を行い、進捗状況を確認することとしております。このため、本年２

月と３月に県内の要配慮者利用施設の管理者を対象とした説明会を県内５カ所で開催した

ところでございます。 

 以上、台風第 10 号災害を踏まえた今後の取り組みについて御説明申し上げましたけれど

も、何よりも大切なことは、これらの取り組みを、県、市町村、防災関係機関が実行に移

すことであり、住民が自分たちの住む地域の災害リスクをふだんから確認し、いざという

ときに避難行動をとっていただくことだというふうに考えております。そのため、自助、

共助、公助の強化に引き続き取り組んでまいりますので、委員各位の御支援、御協力を賜

りますようお願い申し上げまして、私からの説明を終わります。 

○小野共委員長 ただいまの説明に対し、質疑、意見等ありませんか。 

○岩崎友一委員 避難所の関係で２点お伺いします。 

 私は９月定例会でも取り上げましたけれども、台風第 10 号災害の発災時に住民の方々が

避難指示等で避難所である高校の体育館に逃げたら、その避難所が土砂災害の危険地域に

指定されていたため、そこが開かれなくて、ほかの避難所に行ったらいっぱいだったので、

結局車の中で一夜を過ごしたという事例があったのですが、例えば避難準備情報でも避難

指示でも市町村が発令するのはいいのですが、対象者が避難所に逃げた場合に、その避難

所は逃げてきた方々を全部受け入れられるかどうかという、その辺の数字というのを各市

町村では把握しているものなのでしょうか。 

○石川総合防災室長 各市町村がどこまで把握しているのかということについては、これ

から調べてみなければわかりませんけれども、先ほども若干申し上げましたけれども、大

事なことは、災害の種類によって、どの避難所に逃げればいいのか、自分たちの身の回り

にどういう危険があるのかというのを住民自身がわかっていることだろうというふうに思

います。そういった取り組みを、県と市町村が一緒になって考えていきたいと思います。 

○岩崎友一委員 今まさに答弁いただいたとおりなのです。ただ、市町村が出しますよね、

避難指示でも何でも。逃げるではないですか、皆さん安全なところに。安全だとそれぞれ

が思うところですよね。ただ、その周知が図られていなかったから、今回の台風第 10 号災

害では、高校の体育館に行ったけれども、そこは避難所に指定されていないというのがそ

の場でわかって、ほかの避難所に行ったら満杯で入れなかったという事例が実際に起きて

います。そうなると、どの災害の時にはどこに避難するという周知はもちろんですし、受
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け皿として、対象者が逃げたときに受け入れられるくらいのスペースがなければ、行政と

して無責任というか。逃げろ、逃げろとは言うけれども、逃げた先がいっぱいでどうにも

ならなくて、あふれかえってしまうことになるのですが、その辺はどのようにお考えでし

ょうか。 

○石川総合防災室長 今のような事例も含めまして、あす、各市町村の担当課長を集めた

会議などもございますので、事例を紹介しながら適切に対応するように話をしてまいりた

いと思いますし、その進行管理も県として取り組んでまいりたいというふうに思います。 

○岩崎友一委員 ぜひよろしくお願いします。たぶん盛岡市は特に、北上川があふれたと

想定すれば、ものすごい人数が避難しなければならないと思うのですが、全県的に、逃げ

てくださいと言って、例えば全員が逃げたとすれば、避難所は絶対的に不足すると思うの

です。一時的には足りても、被災して長期的に過ごすとなった場合に。そういうのを考え

た場合に、これも９月定例会で言ったのですが、しっかりやってほしいという意味から再

度申し上げますけれども、避難所が足りないと事前にわかるのであれば、例えば盛岡市だ

と高いビル等がありますよね。有事の際に協定を結んで、避難所にさせてくださいとかと

いう、近場、近場で。そうやって、どこの地域に住んでいるどの住民が、大雨で北上川が

氾濫したら私はここに逃げればいいというのを、やっぱり一人一人がしっかりと認識をし

ていくことが、先ほど室長がおっしゃったように、人災を含めて未然に防ぐということで

あると思います。その辺も含めて丁寧に進めていただきたいと思いますが、部長、最後に

いかがでしょうか。 

○佐藤総務部長 まさに備えですね。いかに備えをしておくか。例えばハザードマップを

つくって、それをもとに今度は避難行動計画とか、いろいろ準備を進めておくということ

は非常に大事なことだと思います。そういった意味で、市町村のほうでも、いろいろと自

分のエリアの中で、どういった形で備えをするかということをしっかり検討していただく

ことが大事だと思いますし、それに向けては県のほうでもしっかりと支えてまいりたいと

考えております。 

○柳村一委員 ちょっと確認させていただきたいと思います。市町村の状況把握はこれか

らということで、あした会議を開くということですが、今回の事例を踏まえてしっかりし

たものをおつくりになっていると思いますけれども、29 ページの市町村への支援体制づく

りのイメージ。これはいつごろまでに構築されていくのか。 

 その前の 28 ページの市町村の防災体制のイメージも、各市町村の置かれた条件によって

違ってくると思うのですけれども、こういうのもしっかりやっていかなければいけないの

で、そこら辺のタイムスケジュール的なものがもしあるのであればお知らせください。 

○石川総合防災室長 まず、市町村への支援体制、風水害対策支援チームについてですが、

基本的には今月中ぐらいに最初の顔合わせを行いたいというふうに考えております。その

中で今年は、いざというときの取り組みももちろんそうなのですが、平時での研修等の取

り組みも行ってまいりたいと考えております。 
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 それから、市町村の防災体制のイメージというふうに 28 ページで書かせていただきまし

たが、基本的にはこれは県のほうの災害対策本部支援室を中心とした考え方を引用したよ

うな形で書かせていただいております。こういった取り組みを今、盛岡市や釜石市等で進

めておりますが、やはり個々の市町村によって事情が違うと思いますので、例えばあした

の会議ではもちろんこれも説明いたしますけれども、各市町村を回って個々の事情をお伺

いしながら、どのような体制がとれるのかというあたりを御相談しながら、進めてまいり

たいと考えております。 

○柳村一委員 ことしじゅうということでしたけれども、昨年のこの台風第 10 号災害に

しても、まさかということでありまして、ことしじゅうにこういう大災害が起きなければ

いいとは思いますけれども、とにかく早目にやっていただきたいというのが一つ。 

 もう一つは、市町村によっては温度差がある。その中では、この台風第 10 号災害を経験

した県と被災地域のノウハウが必要になってくると思いますので、そういうものを、どん

どん他市町村に提供して、一日でも早い体制づくりをしていただきたいと思いますけれど

も、いかがでしょうか。 

○石川総合防災室長 今委員からお話があったとおりでございます。ことしも夏には台風

シーズンを迎えるわけでございますので、その取り組みはしっかりされなければいけない

と考えております。市町村にもお話ししている範囲では、やはりモデル的なものがあると

非常に助かるという話もいただいておりますので、例えば職員数に応じたモデルを考える、

あるいは先進的な事例を御紹介申し上げる、そういったことに取り組んでまいりたいとい

うふうに考えております。 

○飯澤匡委員 ただいまお二方から質問がありましたように、今回の肝は市町村への支援

体制、県のかかわり方だというふうに思います。私が議員になる前、たしか平成元年だっ

たと思うのですが、当時東山町で山谷川という非常に小さな河川が突如として氾濫して、

死亡者も出ました。私の関係する地域では、これがゲリラ豪雨の始まりではなかったかと

いうふうに思います。それから約 30 年経過しているわけですが、ノウハウやら情報伝達の

仕方がうまく機能しているかというと、それについてはさまざまな災害の事象によって大

きく状況が変わりますけれども、その対策がまだまだ至っていないということは残念とい

うか、これから努力をしなければならないのだというふうに思います。 

 それで、平成 14 年の砂鉄川の水害のときに思ったのは、当時東山町が１万人弱ぐらいの

自治体で、連絡体系が非常にすっきりしていたのです。町長は、災害時に自宅から出られ

なかったのですが、情報の収集であるとか、外部への伝達というのが、コンパクトな自治

体だったから、結構迅速にいったという例があります。平成 14 年の災害では死亡者が出な

かったのです。 

 それともう一つ、その後市町村合併が進んで、大きな自治体と小さな自治体が混在する

というような状況になりました。先ほど御説明があったように、小さな自治体については

マンパワー並びに職員の数も限りがありますし、対応については非常に難しい部分が想定
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されると。 

 合併した自治体についても、私が住んでいる一関市についても、これは市の責任でやる

のですけれども、本部である一関市が全体を網羅して行き届いた体制ができるかどうかと

いうのも、これは先ほど言った東山町の事例とは相反する状況が実は前回の東山町の災害

でもあったというようなことです。何を言いたいかというと、先ほど課題にも挙げられま

したように、小さい自治体ほど住民の被害状況や対応方策に忙殺されるわけです。ですか

ら、その情報源の確保であるとか、命にかかわるものについては、県のほうでその情報の

通り道をしっかり確保しておくということが大事だというふうに思います。 

 それから、初動の体制のマニュアルです。やはり初動だと思うのです、災害については。

これは、火災もそうですが、初動体制がその後の対応にも大きく影響してきますので、そ

の点についてはこれからお話を聞きながらやるということですが、ぜひ注力をしていただ

きたい。合併して基礎自治体の力が高まったから、ここに任せておけば大丈夫だというこ

とにもならないということを、ぜひとも理解していただきたいというふうに思います。逆

にそういうところで抜け道が出てくる場合もあるのだと。小さな自治体については県のほ

うで配慮していただくということですが、端々で支援するということではなくて、きちっ

と立ち入って県が司令塔になる部分についてはしっかりやるというような体制でもってや

っていただきたいと。経験上そのようなことを申し上げて、何かコメントがあればよろし

くお願いします。 

○石川総合防災室長 委員お話しのとおりでございます。今回のこの報告書を取りまとめ

るに当たりましては、やはり市町村の声も聞かなければいけないということで、岩泉町、

久慈市、宮古市、一関市のほうからも御参加いただきまして、まとめたところでございま

す。初動態勢が大事なこと、特に情報収集、判断、そして対応。この一連の流れがスムー

ズにいくように平時から訓練をしておくということが大事だというふうに思います。それ

から県のかかわり方としては、先ほども若干申し上げましたけれども、今災害対策本部の

設置につきましては、県の職員がそれぞれの市町村に入りまして、一緒になって災害対応

を行う形になっておりますが、この辺のスキルアップにつきましても取り組んでまいりた

いというふうに思います。 

○小野共委員長 ほかに意見、質疑はありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 ほかになければ、これをもって台風第 10 号災害を踏まえた県の防災体

制の整備について調査を終了いたします。 

 この後、この際に入るわけでありますが、政策地域部からＩＧＲいわて銀河鉄道株式会

社における社員の不正事案について発言を求められております。 

 本日は閉会中の委員会であり、さきの２月定例会において閉会中の継続審査及び継続調

査事件として議決されているものに政策地域部関係の案件がないため、政策地域部関係職

員に対する委員会への出席要求を行っておりません。つきましては、最初に現在出席して
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おります総務部及び警察本部に対するこの際を行い、終了後、執行部職員の入れかえを行

って政策地域部職員を入室させ、発言を許したいと思いますが、これに御異議ありません

か。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 御異議なしと認め、さよう決定いたしました。 

 それでは、この際、総務部から専決処分について発言を求められておりますので、これ

を許します。 

○佐藤総務部長 去る３月 17 日の当委員会におきまして事前に説明をさせていただいて

おります岩手県県税条例の一部を改正する条例の専決処分につきまして、３月 31 日に専決

処分を行いましたので、その内容を御報告申し上げます。 

 これは、去る３月 31 日に公布された地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する

法律の一部の施行に伴い、県税条例の関係規定につきまして条例改正を要することから専

決処分を行ったものです。 

 改正内容につきましては、お手元に岩手県県税条例の一部を改正する条例の概要を配付

しておりますが、事前に説明した内容のとおりであり、公布された地方税法の改正内容ど

おりであります。 

 なお、この専決処分につきましては、次の県議会におきまして、承認を求める議案とし

て専決処分の報告議案を提出させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○小野共委員長 ただいまの報告に対する質疑も含め、この際何かありませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 それでは、これをもって総務部及び警察本部の審査及び調査を終わりま

す。総務部及び警察本部の皆様は退席されて結構です。お疲れさまでした。 

 執行部職員入れかえのため、少々お待ち願います。 

 次に、政策地域部からＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社における社員の不正事案について

発言を求められておりますので、これを許します。 

○大坊交通課長 報告に当たりまして、お許しいただければ資料をお配りして御説明した

いと思いますので、よろしくお取り計らい願います。 

○小野共委員長 ただいま執行部から資料の配付の申し出がありましたので、これを許し

ます。 

   〔資料配付〕 

○大坊交通課長 ＩＧＲいわて銀河鉄道株式会社における社員の不正事案につきまして、

お手元にお配りした資料により御報告申し上げます。 

 １、事案の概要についてでありますが、このたびの事案はＩＧＲの旅行業部門である銀

河鉄道観光で営業を担当している社員が、平成27年11月ごろから平成29年３月までの間、

自身が担当販売した旅行商品に関し、顧客から集金した旅行代金を着服したというもので

ございます。ＩＧＲによりますと、現時点では顧客に対する旅行商品の提供については申
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し込みどおりに完了しており、損害は確認されていないとのことでございます。 

 ２、被害額についてでありますが、ＩＧＲの調査では、４月 17 日現在で 55 件、642 万

1,840 円となっております。 

 ３、これまでの主な経緯についてでありますが、ＩＧＲでは平成 29 年３月 24 日を年度

末に向けての未収金も含めた決算事務処理期日と定めまして決算事務を進めておりました

ところ、当該社員の事務が完了しておらず、直属の上司であります銀河鉄道観光の所長が

当該社員に進捗を確認いたしました。当該社員からは翌日の 25 日から 26 日の両日をかけ

て処理を完了させる旨の申し出があり、所長はこれを了承いたしました。 

 ３月 25 日、26 日の両日、当該社員は出社せず、26 日の夜に当該社員から所長に対し、

会社の金を着服したとの申し出があり、今回不正事案が発覚したものであります。 

 ＩＧＲにおきましては、３月 27 日から 29 日にかけまして当該社員が担当した旅行代金

の未収金案件の件名、金額などを社内調査いたしまして、不正事案の件数や金額等の確認

を行いました。 

 事案発覚後、当該社員との連絡がとれない状況が続きましたが、３月 30 日から４月２日

にかけまして、ＩＧＲでは当該社員と断続的に連絡をとりながら、本人に不正事案への関

与の状況と事実関係を直接確認いたしました。 

 不正事案の事実確認がとれましたことを踏まえまして、４月３日にＩＧＲから県に対し、

今回不正事案の発生とその概要等について報告がなされたところであります。 

 その後、ＩＧＲにおきましては、当該社員に面談を行うなどして、弁済についての意思

確認など所要の調査を行い、４月６日に記者会見を行っております。 

 ＩＧＲでは、今回不正事案を受けまして、４月 11 日から全社緊急点検を実施しており、

現金取り扱いや未収金処理、規程類の整備、運用や業務管理等について、駅、現業事務所、

関連事業の店舗、事務所などを対象に、４月 28 日まで調査点検することとしております。 

 また、今回の不正事案につきましては、現在ＩＧＲにおいて全容解明に向け、引き続き

調査を進めております。 

 ４、ＩＧＲの今後の対応についてでありますが、ＩＧＲでは今回不正事案の全容解明を

速やかに進めるとともに、当該社員に対しましては厳正な処分を行うとしております。ま

た、全社緊急点検の結果なども踏まえまして、社内チェック体制の強化など再発防止策を

検討し、取り組んでいくこととしております。御報告は以上でございます。 

○小野共委員長 ただいまの御報告に対する質疑はありませんか。 

○岩崎友一委員 この件に関しまして新聞を読ませていただき、今課長から説明をいただ

いて、時間軸的には理解したというか、こういった経緯なのだというのはわかりました。

そもそもなのですけれども、これまでの主な経緯で、３月 24 日に直属の上司が事務の進捗

を確認したことがきっかけで今回の不祥事案が発覚したわけでありますが、不祥事案が平

成 27 年 11 月ころから行われていたということであれば、平成 28 年３月の段階でも同じよ

うにチェックというか、上司が確認をしていれば、被害額もこんなに大きくならなかった
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と思うのですが、その辺はなぜチェックしなかったかも含めて、今県のほうで把握してい

るものでいいのでお答えをいただきたいと思います。 

○大坊交通課長 ＩＧＲのチェックの状況と、平成 27 年度にＩＧＲでなぜチェックでき

なかったかという原因の特定につきましては、ＩＧＲが全容解明に向けて、全社の緊急点

検の中で原因を探っております。私どもで先週ＩＧＲに対してヒアリングを行いましたが、

ＩＧＲからの報告の中では未収金と呼ばれるものが回収管理不徹底であったということが

原因である可能性が高いのではないかというふうに考えております。いずれ現在この全容

解明に向けまして、ＩＧＲで原因の特定も含めまして調査中でございますので、そこら辺

の調査結果も待ちたいと考えております。 

○岩崎友一委員 ＩＧＲに対してヒアリングを行ったということですが、平成 28 年３月

の段階において、当時は未収金が何件あって、どのくらいの金額だったかというのは確認

しておりますか。 

○大坊交通課長 私どもが確認した限りでは、ＩＧＲによりますと、平成 27 年度は３件

で 52 万 3,090 円、28 年度が 52 件で 589 万 8,750 円、合わせまして 55 件、642 万 1,840

円が今回の着服案件、未収案件という部分とイコールかと思います。当該社員の取り扱っ

た未収案件、発覚案件ということでございます。 

○岩崎友一委員 事前に聞いておきますが、今回こういう事実が発覚して、ほかにはこう

いった事案はあるかどうかもＩＧＲには確認しておりますか。 

○大坊交通課長 その部分は、まさしく重要な部分でありまして、先ほど申しましたとお

り、まずはこの事案が 55 件というのは把握されていますが、それ以上になっているか、な

っていないかという部分。もう一つは、全社的にこういった同種の事案がないかどうかと

いう部分ですが、これはＩＧＲで、先ほど御報告申し上げましたが、全社の緊急点検を行

い、調査しているという状況でございます。 

○岩崎友一委員 調査中ということで、ないにこしたことはないですが、ほかにも同様の

事案がないかは確認しているということかと思います。 

 今答弁いただきましたとおり、平成 27 年度が３件ということですから、仮に 27 年度中

に気づけば、この３件の 52 万円程度で済んだという表現が正しいかはどうかはあれですが、

最低限の被害額で済んだわけであります。もちろん着服した方が一番悪いのはそうであり

ますが、課長からの答弁にもありましたとおり、社内のチェック体制が本当にどうなって

いたのかというところが疑問であり、組織のあり方、内部の統括が大きな問題だと思うわ

けであります。そう考えますと今回ＩＧＲで記者会見を行ったのが４月６日ですが、この

記者会見で説明されているのは、なぜ総務部長なのですか。組織の問題というような要素

が非常に大きいと思いまして、なぜ社長ではなくて総務部長が記者会見を行ったかという

あたりに疑問が残るのです。本来社長が来て説明すべきではなかったかなと思うのですが、

その辺はどのような理由だったのでしょうか。 

○大坊交通課長 ４月６日にＩＧＲにおきまして、この件の記者会見を行っております。
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記者会見に対応した者につきましては、ただいまお話のあった総務部長と銀河鉄道観光の

所長の２人が対応しております。ＩＧＲ社の説明によりますと、全容解明の調査中であっ

たことから、調査に直接携わった総務部長と銀河鉄道観光の所長が会見に臨んだというこ

とでもありますし、またこの件についての直接の責任者である総務部長は経理統括担当の

部長でございますし、銀河鉄道観光の所長は直接当該案件にかかわったという部分もあり

ますので、そういう責任者が直接記者会見に臨んだという説明を受けています。 

○岩崎友一委員 先ほども申しましたように、私は組織にかかわる部分が非常に大きいと

思いますので、社長が記者会見すべきであったのではないかと思うのですが、県としては

この点についてどのように考えますか。ＩＧＲの説明は今聞きましたけれども、県として

は社長がすべきだったと思うのか、それともＩＧＲの対応でよかったと思うのか、どちら

でしょうか。 

○大坊交通課長 私どもは、記者会見の前には当然記者会見をやるというお話は承ってお

りました。出席者についても、お話は承っておりました。私どもから事前に記者会見の設

定に向けてお伝えしたのは、県民の皆さんに十分に説明がつくように行ってほしいという

ことでございまして、これを踏まえてＩＧＲで今回総務部長、銀河鉄道観光の所長が対応

するという調整をしたものと考えています。基本的には、ＩＧＲの判断というものを尊重

したいと考えたものでございます。 

○岩崎友一委員 県として、県民に説明のつくようにという指示をしたと。結果、社長で

はなくて、総務部長と銀河鉄道観光の所長が記者会見を行ったわけでありますが、記者会

見の内容も含めて、県民に説明がついたと県は理解しているのでしょうか。 

○大坊交通課長 御報告申し上げましたとおり、この案件は、現在も全容解明の調査中で

ございます。そういった中で、初動の中におきまして、全容解明の途中ではありましたが、

事実関係を当該社員にも確認した上でということで記者会見に臨んでおりますので、その

段階での状況については、ある程度県民に対しては説明できたのではないかと思っており

ます。ただ、まだまだ全容解明なされていない部分もございますので、そこにつきまして

は引き続きＩＧＲでしっかり調査するようにというような要請をしております。 

○岩崎友一委員 わかりました。今は全容を解明できていないと。何か全容を解明できて

いないとすごく言われると、ほかにもあるのではないかというふうにちょっと思ってしま

うのですが、ありそうですか。 

○大坊交通課長 そこにつきましては、まさに今全社で緊急点検をしておりまして、その

結果を待つという形になろうかと思いますが、先ほど委員御指摘のとおり、チェックのシ

ステム的な部分で、やはり何らかの不備があったのだということがあれば、ほかの部門に

ついても、そこはしっかりと調査していくことが必要だというふうに考えています。 

○岩崎友一委員 全容解明中で、これからまたいろんな情報が出てくるかと思いますので、

具体の話はこの辺にしますけれども、きょういただいたペーパーで、４にＩＧＲの今後の

対応というのが３項目書かれております。この中でも私は特にも(３)の社内チェック体制
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が重要ではないかと思うわけでありますが、このペーパーには、県としてこの件にどのよ

うにかかわっていくかということの記載が全くないわけでありますけれども、県は筆頭株

主としての立場から、この事案にどのようにかかわっていくのかをお示しいただきたいと

思います。 

○大坊交通課長 県としてのかかわりにつきましては、大きく三つほど挙げられると考え

ております。一つ目は、この事案についてＩＧＲに対して、原因解明と再発防止をしっか

り行うように指導していくというのがあると思います。 

 二つ目は、ＩＧＲは県が過半を出資する会社でありますから、出資法人の監督といった

ような観点から、指導監督を一層強化していくという部分が挙げられると思います。これ

につきましては、一定期間モニタリングと申しますか、当然今後ＩＧＲで改善点、再発防

止策を講じてくると思いますが、そこの部分をしっかり把握して、定期的にその運用状況

を報告させるなど、しっかりと出資法人の監督をしていきたいというのが二つ目でござい

ます。 

 三つ目は、私どもは知事を会長といたしまして経営に参画しております。経営監視を強

めるというのも一つの大きな観点だと考えておりまして、ＩＧＲに対しましては、今回の

事案についてしっかり取締役会で報告するということを要請しておりますし、取締役会に

おきましては、この案件について継続的にモニタリングをしていくことが重要だと思って

おりまして、それに取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○岩崎友一委員 再発防止、再発防止といいますと、議会でもＮＰＯ法人大雪りばぁねっ

と。の問題であったり、株式会社ＤＩＯジャパンの問題であったり、県としても再発防止

策を徹底すると、二重チェックをしっかりするというような形で答弁をいただきましたけ

れども、庁内でもそれが全然共有されてこなかったのは本当に残念でありますし、今のＩ

ＧＲの社長は、少なからず当時のＮＰＯ法人大雪りばぁねっと。の件に関してはさまざま

な教訓も本来得ているはずなのです。それをＩＧＲに行ってもまた同じような事案が発生

してしまうというのは、組織的に問題であるというふうに思います。 

 続きは、これから全容の解明が進んできたら、その都度行っていきたいと思うのですが、

全容解明の時期について、いつまでに何をするといったスケジュール感的なものが決まっ

ていればお示しをいただいて、終わります。 

○大坊交通課長 先ほどお話し申し上げましたとおり、先週になりますが、私どもはＩＧ

Ｒでヒアリングを行ってまいりました。全容解明についてどのような手順、あるいはどの

ような時期までにやるのかという話でございまして、全容解明につきましては具体的には

今被害金額と被害件数を社内調査の段階で詰めておりますが、お客様に直接１件１件それ

を確認していくという作業が必要であろうと思っております。未収金の部分ですね。仮に

ですけれども、本当の未収金で、払っていないという案件であれば着服案件ではございま

せんし、そこら辺もお客様に直接聞いていくという作業。あるいは着服の方法、これにつ

いてもしっかりと当該本人から聞き取れていない。俗に言う手口というものですが、そこ
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の部分もしっかりと確認しなければならない。これが全容解明の調査には必要かと思って

おります。 

 時期については、おおむね今月いっぱいこれを進めたいということにしておりますが、

お客様の数も多いものですから、一つのめどということで４月 28 日としております。 

○岩崎友一委員 ちょっと違和感があるのです。未払金がありますよね。それで、お客さ

んがしっかり払っているかどうかをお客さんに確認をすると。そうなりますと、数も膨大

ですし、今その社員への確認は既に終わって、それはそれとして一つ担保にして、なかな

か信用できないから、お客さんにもちゃんと確認をして、未払金があるかどうかを確定さ

せようという意味なのですか。 

○大坊交通課長 今の確認についてなのですけれども、端的に言えばそういうお話であり

まして、一つはやはりこういう事案を起こしてしまったという、お客様方への１件１件の

おわびをしつつ、こういう金額で確かにお支払いいただいていたでしょうかという確認を

するということと聞いております。 

○小野共委員長 この際、昼食のため午後１時まで休憩いたします。 

   〔休憩〕 

   〔再開〕 

○小野共委員長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 質疑を続行いたします。 

○飯澤匡委員 今回は極めて異例な対応でございまして、私もずっとＩＧＲの諸問題につ

いては今まで関心を持って追求をしてまいりましたので、今回残念ながらこういう不祥事

案が出たということは、これだけにとどまらない構造的な問題があるという確信に基づい

て、これから質問させていただきたいと思います。 

 ＩＧＲは、言うまでもなく県が過半の出資をしている第三セクターでありますし、並行

在来線問題から、これは県に設置根拠、目的等について照会をさせていただいて、その内

容についてはなかなかなかったわけでありますが、いずれ平成 13 年３月１日、県議会の知

事答弁において、「このＩＧＲという会社は、県民鉄道である並行在来線を運営していく会

社として、将来にわたり健全な経営を行っていくことが重要である」というふうに知事は

明言をしているわけでございます。したがって、その健全性を県民も大いに期待している

ところでありますし、県民の足の確保というのが大前提でありますから、この点を見誤っ

てはいけないということでございます。 

 今回の着服という問題は大変残念であり、着服した職員は何の理由があってもやっては

ならないことであります。これは、先ほど来から答弁がありましたように、原因究明をし

て、さらなる再発防止をするのは当然であります。これはしっかりやっていただきたいと

思います。 

 そこで、問題点として大きく二つに分けて質問したいと思いますが、一つは着服という

問題を一個人の問題に終わらせてはいけないということです。これは、知事も記者会見等
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で言っていますように、県の責任についても言及されました。ということで、これも県と

しては問題意識はあるのだろうというふうに思います。そこで、まず質問の第１は、ＩＧ

Ｒの管理体制についてです。今まで関連事業についてかなり厳しく、皆様方、当局にも質

問してきましたし、情報開示をしていただきたいというようなことを申してまいりました

が、営業上の理由からオープンにはできないという答弁でした。しかし、今回この事案が

発生したことにより、まず関連事業を拡大路線にしたという上に起こったということは見

逃せないということが、まず１点。 

 ２点目は、問題の発生が内部の監査ではなくて、本人の申し出によるものだということ

は、私は重大な、会社としての管理の甘さというものが露呈したのだろうというふうに思

います。要するに基本的な日常の現金出納をはじめ、言うなれば出納の管理体制が全くで

たらめだということです。 

 先ほど質問がありましたが、平成 27 年度から着服事案が始まっていた事実が判明したと。

これは、なおさら管理体制の甘さというのをぬぐい去ることはできない。 

 もう一点、今まで関連事業の収支等の関係書類は営業上の問題から一切公表しないとの

一点張りで答弁してきましたが、関連事業の内容についても県が監査をした上で、今回県

民の目にその業務内容についても明らかにする必要があるというふうに私は思っています。

先ほどと重複した質問もありますけれども、いずれこの関連事業は社長の肝いりで拡大路

線を図ったものでありまして、これについては冒頭申し上げましたように、徹底した調査

というものが必要であるというふうに思うわけですが、県としてその点についてはどのよ

うな認識であるかをお尋ねします。 

○大坊交通課長 ただいまお話がございました関連事業の展開につきまして、ＩＧＲは、

平成 28 年度から寝台特急の全廃という厳しい状況にもあります。また、沿線人口も減って

いるという中で、コア事業である鉄道事業を補完するという位置づけで展開しているもの

でございまして、あくまでも、収支上見てもおわかりのとおり、コア事業は旅客鉄道事業

であり、県民の足を守るという基本軸はぶれていないというふうに考えております。ＩＧ

Ｒにつきましては、旅客収入と貨物線路の収入、そして関連事業という３本柱がございま

すが、平成 28 年度の決算見通しを見ますと６期連続の黒字ということで、経営が堅調な間

に、この３本柱の事業構造をしっかりと足腰の強いものにしていくというのが現経営陣の

考え方だと思いますので、そういったところを県としても支援してまいりたいと考えてい

ます。 

○飯澤匡委員 質問に答えてください。要は、この内容については個人の着服という点も

ありますが、拡大路線の中にあって、営業マンの仕事は時間的な管理というものも大変厳

しかったと。着服はよくないですよ。その背景にあるのは、この拡大路線だったというこ

とは否めないと思います。では、この事案を発生させた本人の勤務状況等を県ではどの程

度、把握していますか。 

○大坊交通課長 事案が発覚した当該社員の勤務状況については、しっかりと数値的なも
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のは持ち合わせてございませんが、旅行業においては、平成 28 年度から体制を拡大いたし

ました。平成 28 年度は 11 名体制とし、力を入れているという中におきましては営業の拡

大といったことで、かなり積極的に営業はしていたという話は伺っております。 

○飯澤匡委員 積極的なのはいいですが、いずれ管理体制はずさんであったということは

認めますね。県としても、監督責任の瑕疵は認めるということでよろしいですね。 

○大坊交通課長 管理体制につきましては、まさしく今全社で総点検をしておりまして、

問題点の洗い出しをしております。そちらは県としても、しっかりと見ていきたいと思っ

ております。 

 また、結果として、今回こういう不正事案を防ぎ切れなかったことにつきましては、私

どもも反省すべき点があるというのは重々に感じているところでございまして、当面はま

ず再発の防止ということで力を尽くしていきたいというふうに考えております。 

○飯澤匡委員 それでは、これは間接的な質問になるので、詳しいことは再調査を待って

からまた質問したいと思いますが、大体にして民間の旅行会社はお客様から現金を預かっ

て、それをどう管理するか。現金の出納は当然やるし、管理する。そして、上司もしっか

り二重、三重にチェックするというのが当然の仕事だと私は思います。 

 今回六百四十何万円ですか、これは安い金額ではないですよ。これを見抜けなかった、

やれなかったということ。今回再発防止策でやると言うのだけれども、これは全く管理さ

れていなかったということだと私は思うのです。私も民間会社を経営していますので、こ

んな大きなお金を現金出納でやること自体ちょっとおかしいと思うし、もし仮にそれを免

れないのであったら、しっかりとした経理の体制にする。そして、さっき申し上げたよう

に、本人の申し出によって初めて発覚した事案です。これは、全くもっておかしい。本人

が申告しなかったら、またずるずるやっていた可能性がある。では、その監査はどうなっ

ていたかと。県には責任の一端があると思うのですが、それについてはどのような所感で

すか。 

○大坊交通課長 結果としてこのような不正が発覚したという部分につきましては、やは

り何らかの管理体制の不備があるというのは、我々もそういうふうに考えておりまして、

まさしくそこを今全社での点検の中で問題点を洗い出しているという状況かというふうに

考えております。 

 また、本人の申し出が直接の発覚のきっかけではあったわけですが、その背景にありま

したのは、先ほど御報告申し上げたとおり、年度末決算におきまして、３月 24 日を期限と

いたしまして、未収案件につきましては回収を図り、回収を強化して決算を終えるという

ような事務の中で、今回当該社員は、55 件の未収案件を抱えておりましたけれども、案件

自体も多いという中で、それを埋め切れる入金原資がなかったということで、いわば発覚

が免れなくなったといったような事態を踏まえて申し出に至ったと。平たく言えば、追い

詰められて申し出に至ったということですので、そういう決算システムの中で今回のもの

は発覚したという見立てができるのではないかなというふうに考えております。 
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○飯澤匡委員 それは全くの詭弁ですよ。そんなシステムなんて、悪いけれども、スタン

ダードからいうと最低レベルの部分です。最低レベルですよ、それは。大体にして、現金

の出納の管理さえしていなかったのでしょう。今の答弁はおかしいよ。そのシステムがあ

ったから発覚して、追い詰められていって、そのシステムは健全だったという論拠は全く

もっておかしい。大体にして、月締めの現金出納すら確認していなかったのではないです

か。そういうことでしょう。今の答弁は全くおかしい。訂正してください。 

○大坊交通課長 確かに委員御指摘のとおり、本来であれば月締めのところでチェックさ

れるべきものでございます。ＩＧＲにおきましても、銀河鉄道観光と総務部に経理部門が

あるのですが、毎月の月締めの中で、経理部門のほうで長期にわたる未収金についてはチ

ェックをいたしまして、早期の回収という話をしているそうです。結果として、このシス

テムが十分に効いていなかったというのは、委員御指摘のとおりだと思っておりまして、

そこの点を今回全社のチェックの中で、それも含めて問題点を洗い出して、改善に結びつ

けていこうというものでございます。 

 なお、先ほど申し上げた決算のシステムにつきましては、確かにおっしゃるとおり最低

限のラインでございます。曲がりなりにもそういう最低限のラインにひっかかったという

部分につきましては、最低のラインは保てたのかというふうなことでございます。 

○飯澤匡委員 悪いけれども、これを一般の企業人に聞かせてください、どういう反応を

示すか。よく知事は現場に答えがあると言うけれども、そういう認識と全然違いますよ。

県民鉄道ですよ、いわて銀河鉄道というのは。今お答えになったけれども、あくまで内部

処理的な問題で、総務部と銀河鉄道観光が別系統であったがためになかなか見抜けなかっ

たといったら、やっぱり拡大路線でやった銀河鉄道観光の部分に大きな問題点があったの

ではないですか。これは拡大路線で進んだ、本業とは全く別の部分での収支を補填すると

いう考え方。ある程度、地元のにぎわいだとか、そういう地域の振興にとっては目的は合

致したかもしれないけれども、私が常に指摘していた海外の急激な展開であるとか、そう

いう部分について管理体制が追いついていなかったということではなかったですか。そう

いうことにならないですか。 

○大坊交通課長 ただいまいろいろな御指摘がございましたが、管理体制の部分をまさに

今総点検の中で確認をしております。あるいはそういった問題があったのかもしれません

し、そういう問題があったとすれば、そこについて改善の手を打っていくというのが当面

果たすべき業務の手直しといったことだと考えております。 

○飯澤匡委員 では、１項目の最後の質問をします。営業上の問題で収支、コストバラン

スについては発表できないというのが今までの答弁でしたが、今回の事案発生によって、

その正当性は失われたというふうに断じざるを得ない。これは県民に対しても、六百何が

しの穴をあけたということですから、大いなる説明責任もあり、特に拡大路線を図ってき

た関連事業については、その収支を明らかにし、再発防止に資するための資料として、し

っかり提供すべきだと私は思いますが、開示するつもりはあるのですか、ないのですか。 
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○大坊交通課長 ＩＧＲにつきましては、県が過半を出資している県出資法人ということ

で、地方自治法に定めるところによりまして毎年議会のほうにはその経営状況を報告する、

あるいは県の出資法人に関する情報公開の要綱などによりまして経営状況を報告するとい

ったような、出資法人としての一定の責務の中で情報公開を果たしているというところで

ございます。一方で、この会社は会社法人でもありまして、営業の自由でありますとか、

あるいは自立的な経営、あるいは競争上の地位でありますとか、正当な利益といったよう

なものについても、これは尊重していかなければならないと。そういうバランスの中にあ

りまして、関連事業の収支、あるいは経理内容といったことにつきましては、基本的には

企業情報ということになりますので、その開示の可否の判断はＩＧＲに一義的には委ねら

れるのかというふうに考えております。 

 なお、今回こういう事案が起こったという背景もございますので、我々、出資法人を監

督するという立場からは、ＩＧＲには情報の開示と、こういったものは積極的に取り組む

ように促してまいりたいというふうに考えています。 

○飯澤匡委員 後段の部分ですが、促してまいりたい、では出しますというふうになった

場合には、議会側にも報告しますか。 

○大坊交通課長 促してまいりたい情報公開につきましては、県民の皆さんに対して情報

公開を促してまいりたいという趣旨ですので、当然そういった中で開示がなされれば、そ

れは議会のほうにも御提供することになろうかと思います。 

○飯澤匡委員 いずれ県の管理体制というものを強化するということは知事も言ってい

るわけです、記者会見で。情報開示については、大坊課長と同じような認識の中で知事も

言っているわけですが、いずれこの関連事業の拡大路線の上に起こった事案ということは

紛れもない事実です。県民の利益に穴をあけたということは事実ですから、調査の中でし

っかりやっていただきたいというふうに思います。 

 そして、大きな項目の２点目、これは経営上の責任です。まず一つは関連事業について

ですが、駅のにぎわいの復活と沿線地域の活性化を掲げて、この関連事業を実施してきま

した。これは社長が言っている言葉です。ところが、ミニストップ折爪サービスエリア店、

これは会社の組織図にも入っているわけですが、これは住所が九戸郡軽米町です。全く沿

線とは関係ありません。ＩＧＲが将来二戸市あたりから洋野町まで沿線の延伸を図るとい

う計画でもあるのなら別ですけれども、全く社長が言っている関連事業の目的と合致して

いないわけです。極めて短絡的な拡大路線の延長上にあったのではないかと。ここの点は、

県はどのように監視をし、評価をしていますか。 

○大坊交通課長 ミニストップの折爪サービスエリア店という、高速道路のサービスエリ

アに展開している店舗の出店に当たりまして、ＩＧＲからは、主に３点の説明を受けてお

ります。 

 まず１点目は、当然のことながら収支が相償うというところでありまして、こちらにつ

きましては収支、採算を確認しているという説明がございました。 
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 ２点目に、目的といたしましては県北地域の振興に資するということがございまして、

今ＩＧＲは一戸駅にもコンビニエンスストアを展開しておりますが、実は、この折爪サー

ビスリアのコンビニエンスストアにつきましても、一戸駅と同じフランチャイズ本社と提

携がございまして、その会社との間で協定を結んで、さまざまな県北の振興、情報発信で

あるとか、例えば土産についてこの店舗に置くといったところで協力をし合うという協定

を結んでおります。 

 ３点目でございますが、先ほど言いましたとおり、一戸駅のコンビニエンスストアと提

携を組んでいるフランチャイズの本社のほうからのたっての要請ということでＩＧＲに要

請がございまして、そういったビジネスパートナーとの関係も考慮して展開したと聞いて

おります。 

 いずれ１点目に戻るわけですが、コンビニエンスストア本社との間で事業採算性をしっ

かりと吟味をした上での出店でございましたので、私どもとしても、これを了としたとい

うわけでございます。 

○飯澤匡委員 言うならば拡大解釈の中でやったわけですから、その収支をやはりしっか

り見せていただかないと、効果が上がっているのかどうかというのがわからないわけです

から、それも含めてしっかりと要請していただきたいと思います。 

 それで、今回の事案は上司から出しなさいと言われて３月 26 日に発覚したとのことです

から、当然３月中には社長もこの事案の発覚はわかっていたと思うのですが、いかがです

か。もちろんわかっていますよね、そうでなければ会社の体をなさないのだから。 

○大坊交通課長 ＩＧＲからは、３月 26 日の夜に当該社員が上司である銀河鉄道観光の

所長に着服の事実を伝え、所長はすかさず社長にその事実を伝達したというふうに聞いて

ます。 

○飯澤匡委員 それで、４月６日の記者会見に至る間、実は３月 30 日ごろ、ＩＧＲの社

長は台湾に行っているわけです。証拠として、フェイスブックに銀河鉄道と提携している

鉄道会社の方がみずからのフェイスブックに載せています。そこの中に社長がオーケーサ

インを出して、これはランチパーティーか何かだと思うのだけれども。大体にして、こう

いう重大事案が発覚しているのに、社長がこういう提携事業のパーティーに行くというこ

とは、当事者意識として、県として問題だというふうに思いませんか。 

 あわせて、これは何の目的で、いつからいつまで台湾に行ったのか。これは事前に質問

通告をしていますから、その点についてお答えください。 

○大坊交通課長 まず、行程についてでございますが、ＩＧＲによりますと、３月 27 日

から３月 30 日までの間、台湾に出張したということでございまして、主な用務はアウトバ

ウンド、インバウンド関係の商談であったと聞いております。 

 また、結果として台湾のほうに社長が行っているわけでございますが、今申しましたと

おり、インバウンド、アウトバウンドの商談ということで、相手方とはかなり前の段階か

ら調整してきた商談があって、成約に向けて、あるいは今後のビジネスパートナーとの関
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係といった部分で非常に重要な商談であったと聞いておりまして、そういった観点から今

回は応対をしたのだというふうに認識しております。 

○飯澤匡委員 これも一般社会通念に照らして、全くおかしい行動だと思います。これは、

社会的に大きな問題として発覚したのです。それも第三セクターですよ。第三セクターの

社長が、こういう大きな事案の発覚を認識していたにもかかわらず、対外的な営業を優先

したと。これ、県民に対して説明できますかね。フェイスブックのタグづけというのもか

なり大変な状況ですけれども、証拠で残っているから。今説明があったように、３月 27

日から 30 日の間、まさに原因究明のために社員一丸となって初期的な対応を図っている真

っ最中ではないですか。普通の会社なら社長が陣頭指揮に立って、どうなっているのだと、

現場の人間を集めて、どういう管理体制になっているのだというのを問いただしてやるの

が普通ではないですか。先ほど危機管理体制、再発の危機管理体制の強化について総務部

から説明がありました。これは全く同じことですよ。全く危機意識が欠けていると。今の

答弁は、いろんなことをおもんぱかって言っているのだろうけれども、これは社会的に通

用しないです。こんな大きな、600 万円強の大きな着服事案があった中で社長が原因究明

の陣頭指揮もとらずにこうした対外的なことを優先したという、その意識を私は疑います。

みんな疑いますよ、民間の会社の社長であれば。特に第三セクターですよ。全くもってお

かしいと思います。これはいずれ、県の監督責任をしっかりしてください。これだけは、

本当におかしいと思う。 

 それから、会見にも出ていなかった。先ほど指摘もありましたが。午前中の予定は、岩

手川口駅の地鎮祭には出席しているのです。報道のインタビューにも回答している。要は、

矢面に立つところは出ないで、都合のいいことだけコメントをする。これでは第三セクタ

ーとしての社長の存在意義というのは非常に印象が悪いし、私の見解からすれば、あって

はならないことだと思います。その二つのことを含めて、当事者意識が全くもって欠けて

いる。 

 今回の着服事案はトカゲの尻尾切り、一社員の着服事案ということにはとどまらない。

会社全体での原因究明の組織や責任体制が全くなっていない。これは動かざる証拠ですよ。

このことについて、どのような思いを持って指導監督するのか、それを最後に聞いて終わ

りにします。 

○大坊交通課長 ただいまさまざまな御指摘がございました。この御指摘につきましては

真摯に受けとめまして、ＩＧＲのほうには社長を含めお伝えしたいと思います。 

 また、今後の指導につきましては、先ほど来、申し上げておりますとおり、まずは今回

の事案の原因をしっかりと究明して再発を防止するよう強く要請したいと思いますし、出

資法人の監督の立場でもございますので、一層指導を強化していきたいと思います。 

 さらに経営監視という部分では、取締役会などの場を通じまして、本事案あるいは今後

の全社の緊急点検といったようなものも取締役会に報告させまして、継続的にそういった

経営監視を強化していきたいと考えてございます。 
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 繰り返しになりますが、委員御指摘のお話はＩＧＲにお伝え申し上げたいと思います。 

○飯澤匡委員 前回の委員会で、取締役でもある大平前政策地域部長も、最後の取締役会

においては、関連事業についてはしっかりと収支バランスを見てやるようにと苦言を呈し

たというような話もありました。今回、藤田政策地域部長は就任して間もなくこういうこ

とが発生してしまったわけですが、いずれ取締役として今後経営の監視に当たってはその

責任の一端を担うわけです。私が言っているのは全て事実に基づいて言っています。何ら

脚色をつけて言っているものはありません。ですから、その点を踏まえてしっかりと、先

ほど大坊課長のお話にあったように、第三セクターとしての使命を果たせるように監視を

お願いしたいと。これは答弁は要りませんので、よろしくお願いしたいと思います。 

○城内よしひこ委員 私からも重複しないようにお伺いしたいと思います。 

 午前中の岩崎委員への答弁において、対処の仕方ということで、まだチェックし足りな

い部分や未収金があるかもしれないため、お客様に問い合わせるというやり方で行うとい

うことでありました。これは、客商売でありますので、ただでさえこういう不祥事案が起

きて、ＩＧＲにとっては大打撃だと思います。その上で、なおかつ顧客に対してそういっ

た失礼な聞き方というのは、民間では正直言ってあり得ないと思います。そういうことも

含めて、しっかりと丁寧な対応をしていかないと今後客離れにつながりかねないというこ

とを指摘しなければならないと思います。 

 特にも第三セクターでありますので、職員の報告、連絡、相談といった、常に当たり前

のように皆さんが口にしていることがなされていなかった。残念な結果が出てしまいまし

たので、これをしっかりと徹底するべきだと。あわせて、先ほど飯澤委員のほうからも話

があったとおり、民間であれば日々の現金の管理というのはしっかりしています。そのこ

ともやっていなかった、それも２年もというのは体質としてＩＧＲはいかがなものか、私

はそのように言わざるを得ない。チェック体制の甘さがまさに今回の事案を生んでしまっ

たということです。もしこれが氷山の一角であったとするならば、これはもっともっと大

きい事案であります。 

 ＩＧＲの経営に対して、我が総務委員会でもいろいろと調査をしてきました。皆さんは

この間、胸を張って大丈夫だというような言い方をしてきましたし、一方では民間だ、一

方では第三セクターだという使い分けをして、我々に情報を全面的な開示はしてこなかっ

たというのも私はあると思う。 

 そこで、今後ＩＧＲとして、この事案に対して、職員も含めて全体的な責任のとり方と

して、どういうことを想定しているのか、また、それに対してどういう指導をするのか。 

 あわせて、過半の出資法人で大株主の取締役にも名を連ねる県として、どういう責任の

とり方があると考えているのか。まだ調査の途中であるというのはそのとおりですけれど

も、しっかりと考えて、県民に対して情報発信をしていくべきだと私は思うのですが、そ

の辺はいかがでしょうか。 

○大坊交通課長 今回の件につきまして、ＩＧＲでの責任のとり方といったような部分で
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ございますが、まず今回の事案につきまして、事案の全容解明を行い、再発防止策を講ず

るというのが当面果たすべき責任だというふうに考えております。その上で、今回のよう

な事案を防ぎ切れなかったといったことについては、会社にとっても一定の責任があると

思っておりますので、社内の総点検なども踏まえまして、社内処分も含めてなのでしょう

けれども、ＩＧＲにおける適切な対応を待ちたいというふうに思います。 

 二つ目に、県としての責任といったような部分でございますが、県の出資法人でこうい

った事態が起きたということについては、我々も重く受けとめております。そういった中

で、やはり我々も、繰り返しになりますが、今事案につきましての原因の解明、あるいは

再発防止といったようなものはＩＧＲでも行いますが、今後十分な指導をしていくという

のがございますし、我々として反省すべき点を整理して、今後同種の事案が起きないよう、

ＩＧＲはもとより、我々で抱えておりますほかの県出資法人につきましても、しっかりと

再発の防止を図っていきたいというふうに思います。 

○城内よしひこ委員 この事案が発覚したのは３月 26 日であります。我々の議会は３月

22 日が最終日でした。本来であればこういった事案は、締めの時期がいつなのかちょっと

わからないですけれども、３月の決算期を迎えれば早目にわかって、もう少し早く議会に

報告できるチャンスがあったのではないかと。ただ、これがこういう形でずるずるとこの

時期まで来てしまっている。これは残念なことだと私は思っています。ましてや、２年を

またいでの事案です。こういうことを再発防止、再発防止と言うのは簡単ですけれども、

結果として再発防止を言う前にチェックするべき案件だったと強く指摘せざるを得ない。 

 午前中に岩崎委員のほうからもあったとおり、もしかしたらトップである方の経営方針

に問題があるのではないか。その辺も含めてしっかりとした責任を県として追及していく

べきだと思うのですが、そこをお伺いして終わりたいと思います。 

○大坊交通課長 ただいまさまざまな御指摘がございました。３月 26 日に発覚したわけ

ですが、決算時期でもあるので、もっと早くこういう事案が捉えられたのではないのかと

いうような話でありますとか、経営方針にかかわるような部分につきましてもＩＧＲのほ

うに委員御指摘の点をしっかりと申し伝えながら、我々も反省すべき点ということでしっ

かりかみしめて、ＩＧＲの経営指導に当たってまいりたいと思います。 

○工藤大輔委員 今回の事案が発生したことは非常に残念であります。そういった中で、

私は旅行業部門については、沿線住民のサービスの向上だとか、それらを含めてＩＧＲの

経営に資するものであればやってもいいのではないかというふうな思いで、これまで議論

があった際にはしてきたし、調査の際にはそういった話をしてきたところであります。今

回は、恐らく新しく旅行業を始めるといった中で、早く実績をつくりたいといったことが

社内でかなり強く言われてきたのではないか。もしかしたら、売り上げ至上主義になって

しまって、未収金の回収のところまで全く意識がいっていなかった。そこが相当欠けてい

た。営業の基本は、物を提案し、売って、代金を回収するところまでが営業の仕事だとい

うふうによく言われるわけですが、そこではなくて、要は実績をつくりたいがゆえの売り
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上げ至上主義がこのＩＧＲの旅行業部門にあったのではないのかなというふうに思うので

す。それが今回のこういった事案を発生させてしまったのではないかと感じているところ

であります。 

 以前、説明をいただいた際に指摘したのですが、そもそもこの旅行業は、個人と団体の

方を顧客として扱うわけであって、ほとんどのものについては、チケットを渡した時点で

現金と交換するのが基本ですよね。個人相手の場合は特にそうだと思います。お金が入ら

ない場合は、その旅行が成り立たないのでキャンセルですよね。そこがほかの業種とは違

う。ほかの業種であれば、売り上げを上げてから翌々月払い、翌月払いだとか、いろいろ

条件があると思いますが、個人相手は全く違うのです、この旅行業は。そういったことか

らすると、平成 27 年 11 月から翌 28 年３月まで、３件で 52 万 3,090 円の未収金がある。

これをその時期、あるいは翌年度に入ってからも未収金の回収ができていない、回収の指

示が徹底されていないということは旅行業ではあり得ない話だというふうに思いますが、

そういった点について県はどのような形で指導してきたのか、あるいは社内でどのような

形でやってきたのか、それを改めてお伺いしたいです。 

○大坊交通課長 まず１点目、県のほうで未収金の管理体制をどのように把握していたの

かといったような部分でございますが、率直に申し上げまして、未収金の回収というシス

テム自体はあるということは承知しておりました。ＩＧＲにおきましては、例えばチケッ

トを売ったときに、お客様が１カ月後に支払うからという指定の振り込みであったり、集

金であったりといったような部分、あるいは団体旅行も、旅行が終わってからお客様が指

定する日に振り込む、あるいは代金を回収するという中で、ある一定期間未収金が発生す

るといったような部分については承知しておりましたが、ＩＧＲの本社に参りまして、未

収金の一覧を確認するとか、そういったところまではいたしていなかったというのが実態

でございます。まさにそこの部分は、今回事案が起きましたので、県としても今後に向け

て確認していくべき点かというふうに思っております。 

 もう一点は、社内での未収金の回収体制でございますけれども、こちらにつきましては

先ほど一部御答弁申し上げましたが、月締めで未収金の一覧というものが銀河鉄道観光と

違う総務部の経理部門でチェックされております。総務部のほうで古い未収金については

早急に回収するようにと銀河鉄道観光に指示を行い、これを所長が当該販売担当に伝える

というところまではしているというようなことを、先週のヒアリングで確認いたしました。

その先でございますが、伝達はしたが、未収金の回収の確認といったところまでなかなか

なされていなかったと。先週のヒアリング時点で、そういう話は受けておりまして、今全

社の緊急総点検をやっておりますが、まさにこういった点も含めた問題点をまず洗い出し

て改善していくということが重要ではないかなというふうに考えております。 

○工藤大輔委員 旅行が終わってから、お客さんがいつ支払うというのは確かにあると思

いますが、それがこんなに長期にわたるということは、まずあり得ないです。通常であれ

ば、営業マンに対して上司は、次の売り上げはいいからとにかく未収金の回収を優先しろ
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というふうな指示を出すだとか、その営業マンが１人でできないのであれば、総務部の人

たちも含めて、一緒に回収に当たるようなことがあるのだというふうに思います。それが

なされていなかったということは、先ほど申し上げたとおり、早く実績をつくりたいがゆ

えの売り上げ至上主義が社内にあって、未収金の回収のほうに全く意識がいっていなかっ

たということがやはり言えるのだなということがわかりました。ですので、こういった点

については、健全経営というのが何よりも優先される事項ですので、徹底してやっていた

だかなければなりませんし、また取締役会が開かれる中で、例えば四半期ごととか半期ご

との経営状況とかの報告もあるのだと思います。そういったところで指摘をして、それが

どう改善されたかということも取締役会の位置づけであったり、あり方であったりがここ

でもやはり問われるわけです。そこが問われないようにするには、事前の段階でチェック

をし、指摘をし、取締役会に上げる際にはこうでなければいけないというところまで、本

来であればやるのだと思いますが、そこが全くなされていなかったということなのだと思

います。ＩＧＲの言うとおりだけではなくて、ここはこういった課題、あるいは以前から

多くの指摘があってやられてきた部門ですので、もっと注視をしていただきたいと思いま

すし、今以上に適正に指導していくべきなのだと思います。それについてお伺いしますが、

あとは４月末の調査結果が出て、その全容が出てくると思いますので、そのときにまたお

伺いすると思います。 

 そして、最後に、当該社員に返済の意思はあるというふうに聞いていますが、そこの確

認と、返済される時期等がどうなっているのか。それ以後、日数が経過しますので、どの

ようにＩＧＲのほうから確認をし、今後の対応に当たっていくのかをお伺いし、質問を終

えたいと思います。 

○大坊交通課長 今回の事案を受けまして、委員御指摘のとおり、さまざまな社内でのチ

ェックであるとか、取締役会での定期的な監視というのが非常に重要だと私どもも思って

おります。そういった意味では、我々も今回の事案を定点的に、定期的にと申しますか、

しばらくの間はしっかりとモニタリングしていく必要があると思っておりまして、指導の

中では、ある一定の期間は集中して、あるいは強化して、ＩＧＲの問題点の洗い出しを踏

まえた改善内容、そしてその改善内容がしっかりと行われているのかどうか、こういった

ところを把握していきたいというふうに考えております。 

 あと返済の関係でございます。当該社員につきましては、ＩＧＲの聞き取りによります

と、返済の意思は持っているという話でございますが、その返済の方法、例えば一括して

返済ができるのかどうか、あるいはできない場合はどうやって返済していくのか。こうい

った部分につきましては、現在当事者間で話し合いがなされているところというふうに聞

いております。当該社員も大きな不正案件を起こしてしまったという精神的な動揺もござ

いまして、そこら辺のところのしっかりした話し合いにちょっと時間がかかっているとい

う実態にあるという報告を受けております。いずれ当該社員は弁済の意思はあるというこ

とですから、会社の損害の回復に向けまして、ＩＧＲとしての対応を支援していきたいと
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いうふうに思います。 

○小野共委員長 ほかにございませんか。 

   〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○小野共委員長 ほかになければ、これをもって本日の審査及び調査を終わります。 

 なお、連絡事項でございますが、さきの委員会において決定いただきましたとおり、当

委員会の県内・東北ブロック調査につきましては、５月 23 日から 24 日まで１泊２日の日

程で実施いたします。追って通知いたしますので、御参加願います。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。本日はこれをもって散会いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


